
案第 64号 関係資

成 2 3 年 1 2 月 6 日

葛飾区個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条例

情報システム課

1 趣 旨 コロ的

本区においては、昭和 60年 12月 に葛飾区個人情報の保護に関する条例を制
定 し、個人情報の適正な取扱いの確保を図り、区民の権利利益の保護に努めて

きました。

個人情報の保護に関する一般的な法制度としては、国において 「個人情報の

保護に関する法律」(平成 15年 法律第 57号 )や 「行政機関の保有する個人情報
の保護に関する法律」 (平成 15年 法律第 58号 )カミ公布 され、その後も、平成
21年 9月 、消費者庁発足とともに個人情報の保護に関する基本方針 (消費者庁)
が改正 されました。この中で、地方公共団体の担 う個人情報に係る苦情処理等
について、当事者間で問題が解決されない場合は、事業分野を問わず、苦情処
理のあっせん、事業者に対しての助言、指導等の見直しを行うことを求めてい
ます。

この度、現行条例と法律等との体系の整合を図ることや他自治体の条例も参
考とし、個人情報の保護の一層の充実と区政の効率化等に期するため条例の見
直しを行うものです。

2 現 行条例の主な改正内容

(1)目的 (第1条関係)

本条例の目的は、区政の適正かつ円滑な運営と個人の権利利益の保護を対
等の立場で比較衝量するのではなく、個人の権利利益の保護が第一次的目的
であるという基本的立場を明らかにしました。

(2)執行機関等の責務 (第3条関係)

執行機関は、個人の権利利益の保護を常に念頭に置いて、個人情報の収集、
管理及び利用 ・提供等に当たらなければならないことを責務として規定しま
した。

(3)区民の責務 (第4条関係)

区民一人ひとりが個人情報の保護の重要性について認識し、自己又は他人
の個人情報の保護に努める責務を規定しました。



(4)提供の制限 (第 17条関係)

国又は地方公共団体等の法令で定める事務又は業務の遂行に必要な限度

において、必要不可欠と認められるときを加え、提供の制限の例外を規定し

ました。

(5)派遣労働者の責務 (第 19条の 3,第 31条 関係)

個人情報の取扱いに従事する派遣労働者又は派遣労働者であった者は、労

働者派遣契約に基づく業務に関して知 り得た個人情報を当該業務以外の目

的のために利用 し、又は他人に知らせてはならない責務と罰則を規定しまし

た。

(6)区長の責務 (第27条 の 2関 係)

区長は、事業者において個人情報の適正な取扱いが確保 されるよう必要な

措置を講ずる責務を規定しました。

(7)事業者の責務 (第27条 の 3関 係)

事業者に対 して、個人情報の適正な取扱いに努める責務を規定 しました。

(8)事業者の取り扱う個人情報についての苦情の処理 (第27条 の 5関 係)

事業者の個人情報の取扱いに伴 う苦情相談について、区は適切かつ迅速な

処理に努める責務を規定しました。

(9)説明及び資料提出 (第27条 の 6関 係)

事業者が行 う個人情報の取扱いについて、区は説明又は資料の提出要請が

できることを規定しました。

(10)助言及び勧告 (第27条 の 7関 係)

事業者が行 う個人情報の取扱いが不適正であると認められるときは、区が

当該事業者に指導できることを規定しました。

(11)その他

「目的外使用」を 「目的外利用」に改めるなど、所要の整備を行いました。

3 新 旧対照表

別紙案のとおり

4 施 行予定日

平成 24年 4月 1日



(別紙)
葛飾区個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条例 新 旧対照表

第 7 章

第 8 章

付員U

○葛飾区個人情報の保護に関する条例
昭和 60年 12月 16日

条例第 27号

目次

第 1章  総 則 (第1条―第4条 )

第 2章  個 人情報の収集 (第5条 一第 7条 )
第 3章  個 人情報の適正な管理 (第8条―第 14条 )
第 4章  個 人情報の使用 (第15条 ―第 19条 の 2)

第 5章  閲 覧及び訂正の請求等 (第20条 ―第 23

条)

第 6章  審 査会及び保護委員会 (第24条 ―第 27

条)

貝

ロ

ハ

雑

罰

(第28条 一第 30条 )

(第31条 ―第 37条 )

第 1章  総 則

(目的)

第 1条  こ の条例は、区における個人情報の収集、保
有及び使用について必要な事項を定めることによ
り、個人情報の適正な取扱いを確保し、もつて個人
情報を保護し、個人の尊厳に係る基本的人権を擁護
することを目的とする。

(平16条 例 28・ 一部改正)

(用語の定義)

第 2条  こ の条例において、次に掲げる用語の意義は、
当該各号に定めるところによる。

(1) 個 人情報 個 人に関する情報 (事業を営む
個人の当該事業に関する情報を除く。)で あって、当
該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に
より特定の個人を識別することができるもの (他の

情報と照合することができ、それにより特定の個人
を識別することができることとなるものを含む。)を
いう。ただし、当該個人が公務員等 (国家公務員法
(昭和 22年 法律第 120号 )第 2条 第 1項 に規定
する国家公務員 (独立行政法人通貝け法 (平成 11年

法律第 103号 )第 2条 第 2項 に規定する特定独立

行政法人の役員及び職員を除く。)、独立行政法人等
(独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関す

平成 15年 法律第 59 1琴こに

○葛飾区個人情報の保護に関する条例
昭和 60年 12月 16日

条例第 27号
目次

第 1章 総 則 (第1条―第 4条 )

第 2章 個 人情報の収集 (第5条―第 7条 )
第 3章  個 人情報の適正な管理 (第8条―第 14条 )

雑 権 辮 難   占
条)

第 6章  審 査会及び保護委員会 (第24条 ―第 27
条)

第 6章 の 2 事 業者の取り扱 う個人情報の保護 (第2
7条 の 2-第 27条 の 8)

第 7章  雑 則 (第28条 ―第 30条 )
第 8章  罰 則 (第31条 一第 37条 )
付則

(平16条 例 28・ 一部改正)

(用語の定義)

第

る用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)個 人情報 生 存する個人に関する情報 (事業
を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)で あ
って、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他
の記述等により特定の個人を識別することができ
るもの (他の情報と照合することができ、それに
より特定の個人を識別することができることとな
るものを含む。)を いう。

第 1章  総 則

(目的)

つて区政 の適正 かつ 口沿 え つ



に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人 (地

方独立行政法人法 (平成 15年 法律第 118号 )第

2条 第 1項 に規定する地方独立行政法人をいう。)の

役員及び職員をいう。)で ある場合において、当該情

報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該

情報のうち、当該公務員等の職、氏名及び当該職務

遂行の内容に係る部分を除く。        ~

(2)保 有個人情報 執 行機関の職員が職務上作

成し、又は収集 した文書、図画、写真、フィルム

又は電磁的記録 (電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によつては認識することができない方式

で作られた記録をいう。以下同じ。)に より、当該

執行機関が保有している個人情報をいう。

(3) 個 人情報ファイル 保 有個人情報を含む情

報の集合物であつて、次に掲げるものをいう。

ア ー 定の事務の目的を達成するために特定の保

有個人情報を電子計算機を用いて検索すること

ができるように体系的に構成したもの

イ ア に掲げるもののほか、
一定の事務の目的を

達成するために氏名、生年月日、その他の記述

等により特定の保有個人情報を容易に検索する

ことができるように体系的に構成したもの

(4) 区 民 区 内に住所を有する者及び区内に住

所を有しないが、区に個人情報が保有されている

者をいう。

(5) 執 行機関 区 長、教育委員会、選挙管理委

員会、監査委員及び農業委員会をいう。

(平16条 例 28・ 平 19条 例 25'一 部改

正 )

(執行機関等の責務)

第3条 執盗塑墾塾 の基本

(2)保 有個人情報 執 行機関の職員が職務上作

成し、又は収集した文書、図画、写真、フィルム

又は電磁的記録 (電子的方式、磁気的方式その他
人の知覚によつては認識することができない方式
で作られた記録をいう。以下同じ。)に より、当該

執行機関が保有している個人情報をいう。ただし、
公文書に記録されているものに限る。

(3)個 人情報ファイル 保 有個人情報を含む情
報の集合物であつて、次に掲げるものをいう。
ア ー 定の事務の目的を達成するために特定の保

有個人情報を電子計算機を用いて検索すること
ができるように体系的に構成したもの

イ ア に掲げるもののほか、一定の事務の目的を

達成するために氏名、生年月日、その他の記述

等により特定の保有個人情報を容易に検索する
ことができるように体系的に構成したもの

(4) 区 民 区 内に住所を有する者及び区内に住
所を有しないが、区に個人情報が保有されている

者をいう。

(5)執 行機関 葛 飾区長 (以下 「区長」という。)、

葛飾区教育委員会、葛飾区選挙管理委員会、葛飾区

監査委員及び葛飾区農業委員会をいう。

(6)公 文書 葛 飾区情報公開条例 (平成 4年 葛飾

区条例第 30号 )第 2条 第 2号 に規定する情報をい

つ。

(7)本 人 個 人情報 によつて識別 され る特定の個

人をいう。

(8)事 業者 区 内に事務所又は事業所を有する法

人 (国、独立行政法人等 (独立行政法人等の保有す

る個人情報の保護に関する法律 (平成 15年 法律第
59号 )第 2条 第 1項 に規定する独立行攻法人等を
いう。以下同じ。)、地方公共団体及び地方独立行政

法人 (地方独立行政法人法 (平成 15年 法律第 11

8号 )第 2条 第 1項 に規定する地方独立行政法人を
いう。以下同じ。)を除く。)そ の他の団体 (以下 「法

人等」という。)及 び事業を営む個人をいう。

(9)指 定管理者 地 方自治法 (昭和 22年 法律第

67号 )第 244条 の 2第 3項 の規定により、区が

指定する法人その他の団体をいう。

(10)派 遣労働者 労 働者派遣事業の適正な運営の

確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する

法律 (昭和 60年 法律第 88号 )第 26条 第 1項 に

規定する労働者派遣契約に基づき執行機関の指揮

命令を受ける者をいう。

(平16条 例 28・ 平 19条 例 25,一 部改正)

(執行機関等の責務)

第 3 条 艶 この 条 例 の



め、個人情報の適正な取扱立ど!二っいて必要な措置を
講じなければならないぃ

2 個 人情報を取り扱 う区の職員は、職務上知り得た

個人情報を他に漏 らしてはならない。その職を退い

た後も、また、同様とする。

(平16条 例 28。 一部改正)

(区民の責務)

第 4条  区 民は、個人情報の重要性を認識するととも
に、相互に基本的人権を尊重し、個人情報の保護に

努めなければならない。

2 区 民は、自己に係る個人情報を執行機関に提供す
る場合は、正確な情報を提供するように努めなけれ
ばならない。

士講ずるととも
に、個人情報がみだりに公にされることのないよう最
大限の配慮をしなければならな↓ヽ。
2 個 人情報を取り扱う区の職員は、職務上知り得た
個人情報を他に漏らしてはならない。その職を退い
た後も、また、同様とする。
(平16条 例 28・ 一部改正)

(区民の責務)

第4条  区 民は、個人情報の重要性を認識し、自己の個
人情報の適切な管理に努めるとともに、他人の個人情
報の取扱いに当たっては、他人の権利利益を侵害する
ことのないよう努めなければならなぃ。
2 区 民は、自己に係る個人情報を執行機関に提供す
る場合は、正確な情報を提供するように努めなけれ
ばならない。

第 2章  個 人情報の収集

(収集目的の正当性等)

第 5条  執 行機関は、法令に特別の定めがある場合又
は行政目的に照らして、客観的に正当と認められる

場合に限り、個人情報を収集することができる。

2 執 行機関は、個人情報を収集する場合は、その範
囲を必要最小限としなければならない。

(直接収集の原則)

第 6条  執 行機関は、個人情報を収集する1場合は、担
人情報の帰属する者又はその代理人 (以下 「本人等」
という。)か ら直接収集しなければならない。
2 執 行機関は、前項の規定により個人情報を収集し
ようとするときは、次の各号に掲げる事項を本人等
に明示しなければならない。ただし、執行機関が葛
飾区個人情報保護委員会 (以下 「保護委員会」とい

う。)の意見を聴いて明示する必要がないとあらかじ
め定めた場合は、この限りでない。

(1) 使 用 目的

(2)個 人情報保護管理責任者

(3) 収 集に応 じない場合の不利益に関する事項
(4) 前 3号 に掲げるもののほか、執行機関が必

要と認める事項
3 執 行機関は、第 1項 の規定にかかわらず、次の各
号のいずれかに該当する場合は、本人等以外のもの

の利用目的と相当の関連性を有すると合理的に認め
ら逸る範囲を超えて行ってはならない。

第 2章  個 人情報の収集

(利用目的の特定等)

定 しなければならない。

(直接収集の原則)

第 6条  執 行機関は、個人情報を収集する場合は、本人
又はその代理人 (以下 「本人等」という。)か ら直接
収集しなければならない。
2 執 行機関は、前項の規定により個人情報を収集 し
ようとするときは、次の各号に掲げる事項を本人等
に明示しなければならない。

(1) 示 U用目的

(2)個 人情報保護管理責任者 (以下 「管理責任者」
という。)

(3) 収 集に応じない場合の不利益に関する事項
(4) 前 3号 に掲げるもののほか、執行機関が必
要と認める事項
3 執 行機関は、第 1項 の規定にかかわらず、次の各
号のいずれかに該当する場合は、本人等以外のもの

こ限 り、かつ、その 目的をできる限

3



から個人情報を収集することができる。

(1) 法 令に特別の定めがあるとき。

(2) 区 民の生命、健康又は財産に対する危険を
避けるため、緊急かつやむを得ないと認められる

とき。

(3) 出 版、報道等により、公にされた個人情報

であるとき。

(4) 指 定管理者 (地方 自治法 (昭和 22年 法律

第 67号 )第 244条 の 2第 3項 の規定により区

の指定を受け、公の施設の管理を行 うものをいう。

以下同じ。)が公の施設の管理業務の遂行上保有し

ている個人情報 (当該管理業務に従事している者

が、職務上作成し、又は収集 した文書、図画、写

真、フィルム又は電磁的記録により、指定管理者

が保有しているものに限る。第 20条 の 3におい

て単に「指定管理者に係る保有個人情報」という。)

を執行機関が使用する相当な理由があるとき。

(5) 国 、他の地方公共団体又は公共的団体の保

有する個人情報を執行機関が法令の定める所掌事

務の遂行に必要な限度において使用する場合であ

って、本人等の同意があるとき。

(6) 前 各号に掲げるもののほか、執行機関が堡

護委員会の意見を聴いて定めたとき。

4 執 行機関は、前項第6号の規定により個人情報を

収集したときは、保護委員会が特に必要がないと認

めた場合を除き、その事実を本人等に通知しなけれ

ばならない。

(平16条 例 28・ 平20条 例 37・
一部改

正 )

から個人情報を収集することができる。

(1)本 人等の同意があるとき。

(2) 法 令に特別の定めがあるとき。

(3)△ の生命、身体又は財産に対する危険を避け
るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。

(4) 出 版、報道等により、公にされた個人情報
であるとき。

(5)所 在不明、精神上の障害による事理を弁識す

る能力の欠如等の理由により、本人等から収集する
ことができないとき。

(6)争 訟、選考、指導、相談等の事務で本人等か

ら収集 したのではその目的を達成 し得ないと認め

られるとき、又は当該事務の性質上本人等から収集
したのでは当該事務の適正塗執行に支堕を及ぼす
と認められるとき。

(7)指 定管理者が公の施設の管理業務の遂行上保

有している個人情報 (当該管理業務に従事している

者が、職務上作成し、又は収集 した文書、図画、写

真、フィルム又は電磁的記録により、指定管理者が

保有しているものに限る。第 20条 の5に おいて単
に 「指定管理者に係る保有個人情報」という。)を

執行機関が利用する相当な理由があるとき。

(8)国 、独立行政法人等、他の地五公共団体又は

地方独立行政法人から収集することが法令の定め

る所掌事務の遂行上やむを得なぃ≧認められる場

合で、本人の権利利益を不当に侵害するおそれがな
いと認められるとき。

(9)前 各号に掲げるもののほか、執行機関が葛飾

区個人情報保護委員会 (以下「保護委員会」という。)
の意見を聴いて定めたとき。

4 執 行機関は、前項第 9号 の規定により個人情報を

収集 したときは、保護委員会が特に必要がないと認

めた場合を除き、その事実を本人等に通知しなけれ

ばならない。
5 執 行機関は、第 2項 の規定にかかわらず、次の各号

のいずれかに該当する場合は、本人等に対し、第 2項

各号に掲げる事項を明示しないで、個人情報を収集す

ることができる。

(1)人 の生命、身体又は財産に対する危険を避け

るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。

(2)利 用目的を本人等に明示することにより、本

人又は第二者の生命、身体、財産その他の権利利益

を害するおそれがあるとき。

(3)利 用目的な本人等に明示することにより、執

行機関、国、独立行政法人等、他の地方公共団体又

は地方独立行政法人が行 う事務又は事業の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

(4)収 隻の状況からみて利用目的が明らかである

と認められるとき。

(5)前 各号に掲げるもののほか、執行機関が保護

委員会の意見を聴いて定めたとき。

(平16条 例 28・ 平 20条 例 37。 一部改正)



(収集等の制限)

第 7条  執 行機関は、法令に特別の定めがある場合を

除き、思想、信条、政党、宗教及び犯罪に関する個
人情報を収集し、保有し、又は使用してはならない。

(平16条 例 28,一 部改正)

第 3章  個 人情報の適正な管理

(適正管理の原則)

第 8条  執 行機関は、保有個人情報を正確かつ最新な

ものとするため、適正な措置を講じなければならな
しヽ 。                           .

(平16条 例 28。 一部改正)

(盗用等の防止)

第 9条  執 行機関は、保有個人情報の盗用、漏えい、
滅失、改ざん、き損その他の事故を防止するため、
必要な措置を講じなければならない。

(平16条 例 28・ 一部改正)

(個人情報ファイルの記録)

第 10条  執 行機関は、個人情報ファイルを保有する

場合は、次の各号に掲げる事項を記録しておかなけ
ればならない。ただし、執行機関が別に定めるもの

については、この限りでない。

(1) 個 人情報ファイルの名称

(2) 個 人情報ファイルの使用目的

(3) 個 人情報ファイルに記録される保有個人情
報 (第7号 において 「記録情報」という。)の 項目
(4) 個 人情報ファイルの保有期限

(5) 個 人情報ファィルを保有する部課

(6) 個 人情報保護管理責任者

(7) 記 録情報を執行機関以外のものに経常的に

提供する場合にあつては、その提供先

(8) 前 各号に掲げるきののほか、執行機関が必

要と認める事項

(平16条 例 28・ 全改)

(収集等の制限)

第 7条  執 行機関は、法令に特別の定めがある場合を
除き、思想、信条、政党、宗教及び犯罪に関する個
人情報を収集し、保有し、ヌは利用してはならない。
(平16条 例 28。 一部改正)

第 3章  個 人情報の適正な管理

(適正管理の原則)

第 8条  執 行機関は、保有個人情報を正確かつ最新な
ものとするため、適正な措置を講 じなければならな
い 。

(平16条 例 28・ 一部改正)

(盗用等の防止)

第 9条  執 行機関は、保有個人情報の盗用、漏えい、
滅失、改ざん、き損その他の事故を防止するため、
必要な措置を講じなければならない。
(平16条 例 28・ 一部改正)

(個人情報ファイルの記録等)

第 10条  執 行機関は、個人情報ファイルを保有する
場合は、次の各号に掲げる事項を記録しておかなけ
ればならない。ただし、執行機関が別に定めるもの
については、この限りでない。
(1) 個 人情報ファイルの名称
(2)個 人情報ファイルの利用目的
(3)個 人情報ファイルに記録される保有個人情
報 (第7号 において 「記録情報」という。)の 項目
(4) 個 人情報ファイルの保有期限
(5)個 人情報ファィルを保有する部課
(6) 管 理責任者

(7) 記 録情報を執行機関以外のものに経常的に
提供する場合にあっては、その提供先
(8) 前 各号に掲げるもののほか、執行機関が必
要と認める事項

又は執行機関以外のものに提供 (以下 1外部提供」と

(1)保 有個人情報力S誕録され至ャJ登個人情報ファ
イルの名称

(2) 保 有個人情報の項目

(3) 保 有個人情報の提供先
(4)提 供先の利用目的

(5) 目 的外利星又は公部提供の根拠
(6) 保 有個人情報の提供日



(廃棄)

第 11条  執 行機関は、保有個人情報を必要としなく

なつた場合は、適正な処理方法により、速やかにこ

れを廃実しなければならない。

(平16条 例 28・
一部改正)

(職員の研修)

第 12条  執 行機関は、個人情報を取り扱 う職員に対

し、個人情報の保護に関し必要な知識を付与し、意

識の向上を図るため、研修を行わなければならない。

(管理責任者の設置)

第 13条  執 行機関は、個人情報の適正な管理を行 う

ため、個人情報保護管理責任者 (以下 「管理責任者」

という。)を 設置し、所属職員のうちから選任しなけ

ればならない。

(管理責任者の責務)

第 14条  管 理責任者は、個人情報の収集、保有及び

使用の状況を点検 し、所属職員の指導及び監督に努

めなければならない。

2 管 理責任者は、所属職員に対し、所掌する事務の

範囲を超えて個人情報を取り扱わせてはならない。

(平16条 例 28・ 一部改正)

(8) 管 理責任者

(9)前 各号に掲げるもののと垂か、執行駿関が必要
と認める事項

(平16条 例 28・ 全改)

(廃棄)

第 11条  執 行機関は、保有個人情報を必要としなく

なった場合は、適正な処理方法により、速やかにこ

れを廃案しなければならない。

(平16条 例 28・ 一部改正)

(職員の研修)

第 12条  執 行機関は、個人情報を取 り扱 う職員に対
し、個人情報の保護に関し必要な知識を付与し、意

識の向上を図るため、研修を行わなければならない。

(管理責任者の設置)

第 13条  執 行機関は、個人情報の適正な管理を行 う
ため、管理責任者を設置し、所属職員のうちから選任
しなければならない。

(管理責任者の責務)

第 14条  管 理責任者は、個人情報の収集、保有及び

利用の状況を点検 し、所属職員の指導及び監督に努
めなければならない。
2 管 理責任者は、所属職員に対 し、所掌する事務の

範囲を超えて個人情報を取り扱わせてはならない。

(平16条 例 28・ 一部改正)

第 4章  個 人情報の使用

(適正使用の原則)

第 15条  執 行機関は、保有個人情報を第 6条 第 2項

第 1号 に規定する使用目的に即して、適正に使用し

なければならない。

(平16条 例 28・
一部改正)

(目的外使用)_

第 16条  執 行機関は、当該執行機関又は他の執行機

関が保有している個人情報を第 6条 第 2項 第 1号 に

外使用」という。)す る場合は、本人等の同意を得な

ければならない。ただし、他の執行機関が保有して

いる個人情報を目的外使用する場合で、当該他の執

行機関があらかじめその同意を得ているときは、こ

の限りでない。

2 執 行機関は、前項の規定により同意を得ようとす

るときは、次の各号に掲げる事項を本人等に明示し

なければならない。

(1) 目 的外使用する執行機関

(2) 新 たえ

第 4章  個 人情報の利用

(適正利用の原則)

第 15条  執 行機関は、保有個人情報をその利用目的
に即して、適正に利用しなければならない。

(平16条 例 28・ 一部改正)

(目的外利用)

第 16条  執 行機関は、当該執行機関又は他の執行機

関の保有個人情報を目的外利用する場合は、本人の同

意を得なければならない。ただし、他の執行機関の保

有個人情報を目的外利用する場合で、当該他の執行機

関があらかじめその同意を得ているときは、この限り

でない。

2 執 行機関は、前項の規定により同意を得ようとす

るときは、次の各号に掲げる事項を本人等に明示 し

なければならない。

(1) 目 的外利用する執行機関

(2) 新 たな利用目



(3) 管 理責任者

(4) 目 的外使用することに同意しない場合の不

利益に関する事項

(5) 前 各号に掲げるもののほか、執行機関が必

要と認める事項

3 執 行機関は、第 1項 の規定にかかわらず、次の各

号のいずれかに該当する場合は、本人等の同意を得
ないで保有個人情報を目的外使用することができ

る。

(1) 法 令に特別の定めがあるとき。

(2) 第 6条 第 3項 第 2号 又は第 3号 の規定に該

当するとき。

(3) 法 令の定める所掌事務の遂行に必要な限度
において保有個人情報を執行機関相互で使用する
場合であって、当該保有個人情報を使用すること
について相当な理由があるとき。ただし、本人又
は第二者の権利利益を不当に侵害するおそれがあ
ると認められるときは、この限りでない。

(4) 前 3号 に掲げるもののほか、執行機関が保

護委員会の意見を聴いて定めたとき。
4 執 行機関は、前項第4号 の規定により保有個人情
報を目的外使用したときは、保護委員会が特に必要
がないと認めた場合を除き、その事実を本人等に通
知しなければならない。

(平16条 例 28・ 一部改正)

(提供の制限)

第 17条  執 行機関は、保有個人情報を執行機関以外
のものに提供する場合は、本人等の同意を得なけれ
ばならない。

2 執 行機関は、前項の規定により同意を得ようとす
るときは、次の各号に掲げる事項を本人等に明示し

なければならない。

(1) 提 供先

(2) 提 供先における使用目的

(3) 提 供に同意しない場合の不利益に関する事

項

(4) 前 3号 に掲げるもののほか、執行機関が必

要と認める事項

3 執 行機関は、第 1項 の規定にかかわらず、次の各

号のいずれかに該当する場合は、本人等の同意を得
ないで、執行機関以外のものに保有個人情報を提供

することができる。

(1) 法 令に特別の定めがあるとき。

(2) 第 6条 第 3項 第 2号 又は第 3号 の規定に該

当するとき。

(3) 指 定管理者が公の施設の管理業務を遂行す
るため、必要不可欠と認められるとき。   i

(3) 管 理責任者

(4) 目 的外利用することに同意しない場合の不
利益に関する事項

(5) 前 各号に掲げるもののほか、執行機関が必
要と認める事項

3 執 行機関は、第 1項 の規定にかかわらず、次の各
号のいずれかに該当する場合は、本人等の同意を得
ないで保有個人情報を目的外利用童ることができ
る。

(1) 法 令に特別の定めがあるとき。

(2)人 の生命、身体又は財産に対する危険を避け
るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。
(3) 出 版、報道等により、公にされた個人情報で
あるとき。

(4) 法 令の定める所掌事務の遂行に必要な限度
において保有個人情報を執行機関相互で利用する
場合であって、当該保有個人情報を利用すること
について相当な理由があるとき。ただし、本人又
は第二者の権利利益を不当に侵害するおそれがあ
ると認められるときは、この限りでない。
(5) 前 各号に掲げるもののほか、執行機関が保
護委員会の意見を聴いて定めたとき。
4 執 行機関は、前項第 5号 の規定により保有個人情
報を目的外利用したときは、保護委員会が特に必要
がないと認めた場合を除き、その事実を本人等に通
知しなければならない。

(平16条 例 28,一 部改正)

(提供の制限)

第 17条  執 行機関は、保有個人情報を外部提供する
場合は、本人等の同意を得なければならない。

2 執 行機関は、前項の規定により同意を得ようとす
るときは、次の各号に掲げる事項を本人等に明示し
なければならない。

(1) 提 供先

(2) 提 供先における利用目的

(3) 提 供に同意しない場合の不利益に関する事
項

(4) 前 3号 に掲げるもののほか、執行機関が必
要と認める事項
3 執 行機関は、第 1項 の規定にかかわらず、次の各
号のいずれかに該当する場合は、本人等の同意を得
ないで、保有個人情報を外部提供することができる。

(1) 法 令に特別の定めがあるとき。
(2)人 の生命、身体又は財産に対する危険を避け
るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。
(3) 出 版、報道等により、公にされた個人情報で
あるとき。

(4) 指 定管理者が公の施設の管理業務を遂行す
るため、必要不可欠と認められるとき。
(5) 国 、独立行政法人等、他の地方公共団体又は
地方独立行政法人に保有個人情報を提供する場合
において ける者が、法令



(4) 前 3号 に掲げるもののほか、執行機関が保

護委員会の意見を聴いて定めたとき。

4 執 行機関は、前項第 4号 の規定により保有個人情

報を提供 したときは、保護委員会が特に必要がない

と認めた場合を除き、その事実を本人等に通知しな

ければならない。

5 第 1項及び第 3項 の規定により保有個人情報の提

供を受けたものは、第 1条 の目的に即して適正に使

用しなければならない。

(平11条 例 26・ 平 16条 例 28,一 部改

正)

(通信回線による電子情報処理システムの結合の禁

止)

第 17条 の 2 執 行機関は、電子情報処理システム(以

下 「システム」という。)に より個人情報を処理する

場合は、当該システムと執行機関以外のもののシス

テムとを通信回線により結合してはならない。

2 前 項の規定にかかわらず、執行機関は、区民福祉

の向上に資するために必要があり、かつ、通信回線

を通じて個人情報の盗用、漏えい、滅失、改ざん、

き損その他の事故を防止するため、適切な安全対策

を講じている場合は、同項に規定するシステムの結

合をすることができる。この場合において、執行機

関は、当該結合について、法令に特別の定めがある

場合を除き、あらかじめ保護委員会の意見を聴かな

ければならない。

3 執 行機関は、前項の規定によリシステムの結合を

行つた場合において、区民の基本的人権を不当に侵

害するおそれが生じたときは、当該結合の停止その

他の必要な措置を講じなければならない。

(平14条 例 9・ 全改、平 16条 例 28・
一部改

正)

(委託処理)

第 18条  執 行機関は、個人情報に係る業務を委託し

ようとする場合は、その委託契約において、個人情

報を保護するために必要な措置を講じなければなら

ない。
2 前 項の委託業務において、個人情報ファイルを使

用する場合は、委託の内容、条件等について、あら

かじめ保護委員会の意見を聴かなければならない。

(平16条 例 28・ 全改)

の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提供
に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利

用することにつv てヽ相当な理堂があるとき。ただ
し、本人又は第二者の権利利益を不当に侵害するお
それがあると認められるときは、この限りでない。
(6)専 ら統計の作成又は学術研究の目的のために

保有個人情報を提供するとき、その他保有個人情報
を提供することについて特別の理由があるとき。た
だし、本人又は第二者の権利利益を不当に侵害する
おそれがあると認められるときは、この限りでな
い。

(7)前 各号に掲げるもののほか、執行機関が保
護委員会の意見を聴いて定めたとき。
4 執 行機関は、前項第 7号 の規定により保有個人情
報を提供 したときは、保護委員会が特に必要がない

と認めた場合を除き、その事実を本人等に通知 しな
ければならない。
5 第 1項 及び第 3項 の規定により保有個人情報の提
供を受けたものは、第 1条 の目的に即して適正に利

星上なければならない。

(平11条 例 26・ 平 16条 例 28・ 一部改正)

(通信回線による電子情報処理システムの結合の禁
止)

第 17条 の 2 執 行機関は、電子情報処理システム (以
下 「システム」という。)に より個人情報を処理する

場合は、当該システムと執行機関以外のもののシス

テムとを通信回線により結合してはならない。
2 前 項の規定にかかわらず、執行機関は、区民福祉
の向上に資するために必要があり、かつ、通信回線
を通じて個人情報の盗用、漏えい、滅失、改ざん、
き損その他の事故を防止するため、適切な安全対策
を講じている場合は、同項に規定するシステムの結
合をすることができる。この場合において、執行機
関は、当該結合について、法令に特別の定めがある

場合を除き、あらかじめ保護委員会の意見を聴かな
ければならない。
3 執 行機関は、前項の規定によリシステムの結合を
行つた場合において、区民の権利利益を不当に侵
害するおそれが生じたときは、当該結合の停止その

他の必要な措置を講じなければならない。

(平14条 例 9・全改、平 16条 例 28・ 一部

改正)

(委託等に伴う措置)

第 18条  執 行機関は、個人情報に係る業務を委託し、

指定管理者に公の施設の管理を行わせ、又は派遣労働

者に事務を行わせるに当たっては、個人情報を保護す
るために必要な措置を講じなければならない。
2 前 項の規定により委託する業務において、個人情報
ファイルを利用する場合は、委託の内容、条件等につ

いて、あらかじめ保護委員会の意見を聴かなければな

らない。

(平16条 例 28・ 全改)
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(受託者等の責務)

第 19条  執 行機関から個人情報に係る業務の委託を
受けたもの (当該委託を受けたものから当該業務の

全部又は一部の委託を受けたもの及び当該業務につ

き順次にされるその全部又は一部の委託を受けたも
の (次項において 「再受託者等」という。)を 含む。
第 4項 において同じ。)は、個人情報の盗用、漏えい、
滅失、改ざん、き損その他の事故を防止するため、
個人情報の適正な管理及び安全の確保のために必要
な措置を講じなければならない。
2 前 項に規定する受託業務 (再受託者等が委託を受
けた業務を含む。以下この条、第 31条 及び第 34

条において同じ。)に従事している者又は従事してい

た者は、その受託業務に関して知り得た個人情報を
他に漏らしてはならない。
3 第 1項 に規定する受託業務に従事している者は、
その受託業務の範囲を超えて個人情報の加工、再生、
複製等をし、又はその受託業務を処理する目的以外
に個人情報を使用してはならない。
4 執 行機関から個人情報に係る業務の委託を受けた
ものは、その業務を第二者に委託しようとするとき
は、あらかじめ当該執行機関の承認を受けなければ
ならない。

(平16条 例 28・ 全改、平 17条 例 37・
一部改正)

(指定管理者等の責務)

第 19条 の 2 指 定管理者 (当該指定管理者から当該
指定管理者が管理する公の施設の管理業務の全部又
は一部の委託を受けたもの及び当該管理業務につき
順次にされるその全部又は一部の委託を受けたもの

を含む。第4項 及び第 33条 において同じ。)は 、公
の施設の管理業務の遂行上個人情報を取り扱う場合
においては、個人情報の盗用、漏えい、滅失、改ざ
ん、き損その他の事故を防止するため、個人情報の

適正な管理及び安全の確保のために必要な措置を講
じなければならない。
2 前 項の管理業務に従事している者又は従事してい

た者は、その管理業務に関して知り得た個人情報を
他に漏らしてはならない。
3 第 1項 の管理業務に従事している者は、その管理

業務の範囲を超えて個人情報の加工、再生、複製等
をし、又はその管理業務を行 う目的以外に個人情報
を使用してはならない。
4 指 定管理者は、公の施設の管理業務の遂行上個人

情報を取り扱 う場合においてその管理業務を第二者
に委託しようとするときは、あらかじめ当該公の施
設を所管する執行機関の承認を受けなければならな
V 。`

(平16条 例 28・ 追加、平 17条 例 37・
一部改正)

(受託者等の責務)

第 19条  執 行機関から個人情報に係る業務の委託を
受けたもの (当該委託を受けたものから当該業務の
全部又は一部の委託を受けたもの及び当該業務につ

き順次にされるその全部又は一部の委託を受けたも
の (次項において 「再受託者等」という。)を 含む。
第4項 において同じ。)は 、個人情報の盗用、漏えい、
滅失、改ざん、き損その他の事故を防止するため、
個人情報の適正な管理及び安全の確保のために必要
な措置を講じなければならない。
2 前 項に規定する受託業務 (再受託者等が委託を受
けた業務を含む。以下この条、第 31条 及び第 34
条において同じ。)に 従事している者又は従事してい
た者は、その受託業務に関して知 り得た個人情報を
他に漏らしてはならない。
3 第 1項 に規定する受託業務に従事している者は、
その受託業務の範囲を超えて個人情報の加工、再生、
複製等をし、又はその受託業務を処理する目的以外
に個人情報を利用してはならない。
4 執 行機関から個人情報に係る業務の委託を受けた
ものは、その業務を第二者に委託しようとするとき
は、あらかじめ当該執行機関の承認を受けなければ
ならない。

(平16条 例 28・ 全改、平 17条 例 37・ 一

部改正)

(指定管理者等の責務)

第 19条 の 2 指 定管理者 (当該指定管理者から当該
指定管理者が管理する公の施設の管理業務の全部又
は一部の委託を受けたもの及び当該管理業務につき
順次にされるその全部又は一部の委託を受けたもの
を含む。第 4項 及び第 33条 において同じ。)は 、公
の施設の管理業務の遂行上個人情報を取り扱 う場合
においては、個人情報の盗用、漏えい、滅失、改ざ
ん、き損その他の事故を防止するため、個人情報の
適正な管理及び安全の確保のために必要な措置を講
じなければならない。
2 前 項の管理業務に従事している者又は従事してい
た者は、その管理業務に関して知 り得た個人情報を
他に漏らしてはならない。
3 第 1項 の管理業務に従事している者は、その管理
業務の範囲を超えて個人情報の加工、再生、複製等
をし、又はその管理業務を行 う目的以外に個人情報
を利用してはならない。
4 指 定管理者は、公の施設の管理業務の遂行上個人
情報を取り扱 う場合においてその管理業務を第二者
に委託 しようとするときは、あらかじめ当該公の施
設を所管する執行機関の承認を受けなければならな
い 。

(平16条 例 28・ 追加、平 17条 例 37。 一

部改正)

の
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第 5章  閲 覧及び訂正の請求等

(閲覧等の請求)

第 20条  区 民は、自己に係る保有個人情報について、

当該執行機関に対し、執行機関が別に定めるところ

により、その間覧又は複写 (以下 「閲覧等」という。)

を請求することができる。

2 執 行機関は、前項の規定により請求があったとき

は、法令により閲覧等が禁止されている場合を除き、

速やかにその請求に応じなければならない。ただし、

次の各号の一に該当する場合で、執行機関が保護委

員会の意見を聴いて定めたものについては、その請

求を拒むことができる。

(1) 個 人の評価、診断、判定、指導、相談、選

考等の記録であるとき。

(2) 前 号に掲げるもののほか、当該区民に知ら

せることにより、執行機関の公正な事務事業の執

行な阻害するおそれがあるときn

第 19条 の3 派 遣労働者又は派遣労働者であった者
は、労働者派遣契約に基づく業務に関して知り得た個
人情報を他に漏らしてはならない。
2 派 遣労働者は、前項に規定童る派遣業務の範囲を超
えて個人情報の加工、再生、複製等をし、又はその派
遣業務を行う目的以外に個人情報を利用してはなら
ない。

第5章  閲 覧及び訂正の請求等

(閲覧等の請求)

第 20条  区 民は、自己に係る保有個人情報について、
当該執行機関に対し、執行機関が別に定めるところ
により、その閲覧又は複写 (以下 「閲覧等」という。)
を請求することができる。
2 代 理人は、本人に代わって前項の規定による閲覧等
の請求をすることができる。
3 執 行機関は、前 2項の規定により誼求があったとき
は、開覧等の請求に係る保有個人情報に次の各号のい

ずれかに該当する情報 (以下 「非開丞情報」という。)
が含まれている場合を除き、閲覧等の請求者 (以下「閲
覧等請求者」という。)に 対し、当該保有個人情報を
開覧等に供しなければならない。
(1)法 令の定めるところ又は執行機関が法令によ
り従う義務を有する国の行政機関又は東京都の

指示等により、関覧等に供することができないと
認められる情報

(2)閲 覧等請求者 (代理人が本人に代わつて閲覧
等の請求をする場合にあつては、当該本人をい

う。次号及び第4号並びに次条第2項において同
じ。)の 生命、建康、生活丞墜財産を室するおそ
れがある情報

(3)閲 覧等請求者以外の個人に関する情報 (事業

を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)で
あつて、当該情報に含まれる氏名、生年月日その

他の記述等により閲覧等請求者以外の特定の個
人を識別することができるもの (他の情報と照合
することにより、閲覧等請埜者以外の生定の個人
を識別することができることとなるものを含
む。)又 は閲覧等請求者以外の特定のlEl人を識別
することはできないが、閲覧等に供することによ
り、なお閲覧等請求者以外の個人の権利利益を害
するおそれがあるもの。た進し、次に男げる情報
を除く。
ア 法 令の規定により又墜堕行とし至閲覧等請
求者が知ることができ、又は知ることが予定さ
れている情報

イ 人 の生命、健康、生活又は財産を保護するた
め、閲覧等に供することが必要であると認めら
れる情報

ウ 当 該個人が公務員等 (国家公務員法 (昭和2
2年法律第 120号 )第 2条第 1項に規定する

国家公務員 (独立行政法△通則法 (平成 11年
1 0 3 項に規定す



独立行政法人の役員及び職員を除く。)、独立行
政法人等の役員及び職員s地 方公務員法 (昭和
25年 法律第261号 )第 2条 !三規定する地方
公務員並びに地方独立行政法△の役員及び職
員をいう。)で ある場合十三姿いて、当該情報が
その職務の遂行に係る情報であ■ときは、当該
情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂
行の内容に係乙部分

(4)法 人等に関する情報又とま閲覧筆請求者以外の
事業を営む個人の当該事業に関する情報であっ
て、次に掲げるもの。ただし、_人の生命、健康、
生活又は財産を保護するため、閲覧等に供するこ
とが必要であると認められる情報を除く。
ア 閲 覧等に供することにより、当該法人等又は
当該個人の権盈J、競争上の地位その他正当な利
益を害するおそれがあるもの
イ 執 行機関の要請を受けて、閲覧等に供しない
との条件で任意に提供されたものであって、法
人等又は個人における通例生して閲覧等に供
しないこととされてし≧るLの その他の当該条
件を付することが当該情報の卜生質、当時の状況
等に照らして合理的であると墾められるもの

(5) 閲 覧等に供することにより、空罪の予防、鎮
圧又は捜査、公訴の維持、汗」の執行その他の公共
の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあ
ると執行機関が認めることにつき相当の理由が
ある情報
(6) 執 行機関、国、独立行政法人等、他の地方公
共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間
における審議、検討又は協議に関する情報であっ
て、閲覧等に供することにより、率直な意見の交
換若しくは意思決定の中立性力s不当に損なわれ
るおそれ、不当に区民の聞十三漫舌Lを生じさせるお
それ又は特定の者とこ不当に盈上益≧与え若しくは
不利益を及ぼすおそれがあるもの

(7) 執 行機関、国、独立行政法人等、他の地方公
共団体又は地方独立行政法人力S行う事務又は事
業に関する情報であって、閲覧等!三供することに
より、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業
の性質上、当該事務ヌ墜菫業の適正な遂行に支障
を及ぼすおそれがあるもの
ア 試 験、選考、診断、指導、猫談等に係る事務
に関し、評価、判断等その事務の過程若しくは

行えなくなるおそれ
イ 監 査、検査、取締り又は租税の賦課若しくは

難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為
を容易にし、若しくはその≧見≧困難↓ェするお
それ

ウ 契 約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、
独立行政法人等、地方公共団体丞は地方独立行
政法人の財産上の利益又は当事者としての地
位を不当に害するおそれ
工 調 査研 究 に係 る事務 に関 し塾 る事務に関し、その公正かつ



3 閲 覧等について、法令に特別の定めがある場合は、

前 2項 の規定にかかわらず、その定めるところによ

る。

(平16条 例 28・
一
部改正)

(保有個人情報の存否に関する情報)

第 20条 の 2 執 行機関は、前条第 1項 の規定による

閲覧等の請求があつた場合において、当該請求に係

る保有個人情報が存在しているか否かを答えるだけ

で閲覧等の請求を拒むことができる保有個人情報の

閲覧等に応 じることとなるときは、当該保有個人情

報の存否を明らかにしないで、その請求を拒むこと

ができる。

(平20条 例 37・ 追加)

(指定管理者に係 る保有個人情報の提供)

第 20条 の3 執 行機関は、指定管理者に係る保有個

人情報のうち執行機関が保有していないものについ

て、閲覧等の請求があつたときは、当該指定管理者

に対し、当該個人情報の提供を求めるものとする。

率的な遂行を不当に阻害するおそれ

オ 人 事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な

人事の確保に支障を及ぼすおそれ

力 国 若しくは地方公共団体が経営する企業、独
立行政法人等又は地方独立行政法人に係る事

業に関し、その企業経営上又は事業運営上の正

当な利益を害するおそれ

(8)保 護委員会の意見を聴いて、執行機関が特に

閲覧等請求者に関覧等に供 しないことが適当で

あると認めた情報

(平16条 例 28'一 部改正)

(部分閲覧等)

第 20条 の 2 執 行機関は、閲覧筆Q請 求↓二蟹る保有個

人情報に非開示情報が含まれ至立ど登場合!三整いて、非

開示情報に該当する部分を容易に区分して除くこと

ができるときは、閲覧等請求者に対し、当該部分を除
いた部分につき閲覧等に供しなければならない。
2 関 覧等の請求に係る保有担△鷹墾重前粂第 3項 第
3号 の情報 (閲覧等請求者以外の特定の個人を識別す

ることができるものに限る。】迪営全≧れて立どる場合に

おいて、当該情報のうち、氏名、生年月日その他の閲

覧等請求者以外の特定の個人を識別することができ

ることとなる記述等の部分を除くことにより、閲覧等
に供しても、閲覧等請求者以外の個人の権利利益が害

されるおそれがなぃと認めら逸登≧基上、当該部分を

除いた部分は、同号の情報に含まれないものとみなし

て、前項の規定を適用する。

(裁量的開覧等)

第 20条 の 3 執 行機関は、閲覧筆Q請 求!三盤る保有個

人情報に非開示情報 (第20条 第 3項 第 1号 に該当す

る情報を除く。)が 含まれている場合であっても、個

人の権利利益を保護するため特に必要があると認め

閲覧等に供することができる。

(保有個人情報の存否に関する情報)

第 20条 の4 閲 覧等の請求に対し、当該閲覧等の請求

に係る保有個人情報が存在 しているか否かを答える

だけで、非開示情報を開覧等に供することとなるとき

は、執行機関は、当該保有個人情報の存否を明らかに

しないで、当該閲覧等の請求を拒査することができ
る。

(平20条 例 37・ 追力日)

(指定管理者に係る保有個人情報の提供)

第 20条 の 5 執 行機関は、指定管理者に係る保有個

人情報のうち執行機関が保有 していないものについ

て、関覧等の請求があったときは、当該指定管理者

に対し、当該個人情報の提供を求めるものとする。



2 指 定管理者は、前項の規定により指定管理者に係

る保有個人情報の提供の求めがあったときは、執行

機関に対 し、当該個人情報を提供するものとする。

(平20条 例 37・ 追加)

(訂正等の請求)   .

第 21条  区 民は、自己に係る保有個人情報に誤りが

あると認めるときは、当該執行機関に対し、執行機

関が別に定めるところにより、その訂正、追力口又は

削除 (以下 「訂正等」という。)を 請求することがで

きる。

2 執 行機関は、前項の規定により区民から保有個人

情報の訂正等の請求があった場合は、速やかに請求
の内容を調査し、次項の規定による訂正等をするか

否かを決定し、当該区民に対し、その旨を通知しな

ければならない。
3 執 行機関は、第 1項 の規定による訂正等の請求が

あつた場合において、当該訂正等の請求に理由があ

ると認めるときは、当該保有個人情報の訂正等をし

なければならない。ただし、当該保有個人情報の使
用目的に係る事務の性質上、当該事務の適正な遂行
に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められると

きは、この限りでない。
4 訂 正等について、法令に特別の定めがある場合は、
前 3項 の規定にかかわらず、その定めるところによ

る。

(平16条 例 28'一 部改正)

(使用停止の請求)

第 21条 の 2 区 民は、自己に係る保有個人情報が第
6条 の規定によらないで収集されたものであると認
めるとき、又は自己に係る保有個人情報を第 16条

の規定によらないで目的外使用し、若しくは第 17

条の規定によらないで執行機関以外のものに提供し

ていると認めるときは、当該執行機関に対し、執行

機関が別に定めるところにより、その保有個人情報
の目的外使用の停止、消去 (第6条 の規定によらな
いで収集され、又は第 16条 の規定によらないで日

的外使用している場合に限る。)又 は提供の停止 (以

下 「使用停止」という。)を 請求することができる。
2 執 行機関は、前項の規定により区民から使用停止

の請求があった場合は、速やかに請求の内容を調査
し、次項の規定による使用停止をするか否かを決定
し、当該区民に対し、その旨を通知しなければなら

ない。
3 執 行機関は、第 1項 の規定による使用停止の請求
があつた場合において、当該使用停止の請求に理由
があると認めるときは、当該保有個人情報の使用停
lLをしなければならない。ただし、当該保有個人情

報の使用目的に係る事務の性質上、当該事務の適正

な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めら

れるときは、この限りでない。
4 使 用停止について、法令に特別の定めがある場合
は、前 3項 の規定にかかわらず、その定めるところ
による。

2 指 定管理者は、前項の規定により指定管理者に係
る保有個人情報の提供の求めがあったときは、執行
機関に対し、当該個人情報を提供するものとする。
(平20条 例 37・ 追カロ)

(訂正等の請求)

第 21条  区 民は、自己に係る保有個人情報に誤 りが

あると認めるときは、当該執行機関に対し、執行機
関が別に定めるところにより、その訂正、追加又は
削除 (以下 「訂正等」という。)を 請求することがで
きる。
2 執 行機関は、前項の規定により区民から保有個人
情報の訂正等の請求があった場合は、速やかに請求
の内容を調査 し、次項の規定による訂正等をするか

否かを決定し、当該区民に対し、その旨を通知しな
ければならない。
3 執 行機関は、第 1項 の規定による訂正等の請求が
あつた場合において、当該訂正等の請求に理由があ
ると認めるときは、当該保有個人情報の訂正等をし
なければならない。ただし、当該保有個人情報の利
用目的に係る事務の性質上、当該事務の適正な遂行
に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められると
きは、この限りでない。
4 訂 正等について、法令に特別の定めがある場合は、
前 3項 の規定にかかわらず、その定めるところによ
る。

(平16条 例 28・ 一部改正)

(利用停止の請求)

第 21条 の 2 区 民は、自己に係る保有個人情報が第
6条 の規定によらないで収集されたものであると認
めるとき、又は自己に係る保有個人情報を第 16条
の規定によらないで目的外利用 し、若 しくは第 17
条の規定によらないで外部提供 していると認めると
きは、当該執行機関に対し、執行機関が別に定めると
ころにより、その保有個人情報の目的外利用の停止、
消去 (第6条 の規定によらないで収集され、又は第 1
6条 の規定によらないで目的外利用している場合に
限る。)又 は提供の停止 (以下 「利用停lL」という。)
を請求することができる。
2 執 行機関は、前項の規定により区民から利用停止
の請求があった場合は、速やかに請求の内容を調査
し、次項の規定による利用停止をするか否かを決定
し、当該区民に対し、その旨を通知しなければなら
ない。
3 執 行機関は、第 1項 の規定による利用停止の請求
があつた場合において、当該利用停止の請求に理由
があると認めるときは、当該保有個人情報の利用停
止をしなければならない。ただし、当該保有個人情
報の利用目的に係る事務の性質上、当該事務の適正
な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めら
れるときは、この限りでない。
4 利 用停止について、法令に特別の定めがある場合
は、前 3項 の規定にかかわらず、その定めるところ
による。



(平 16条 例 28・ 追加)

(苦情の申出)

第 22条  区 民は、執行機関が自己に係る個人情報の

収集、保有及び使用について、法令に違反し、又は

不当な取扱いをしていると認めるときは、当該執行

機関又は葛飾区個人情報保護審査会 (以下 「審査会」

という。)に 対し、苦情の申出をすることができる。

2 前 項の規定により苦情の申出があつたときは、執

行機関又は審査会は、速やかにその内容を調査しな

ヤすればならない。

3 執 行機関は、前項の規定により調査し、当該申出

に正当な理由があると認めるときは、当該保有個人

情報の使用停止その他必要な是正措置を講じなけれ

ばならない。

4 審 査会は、第 2項 の規定により調査し、当該申出

に正当な理由があると認めるときは、執行機関に対

し、当該保有個人情報の使用停止その他必要な是正

措置を講ずるよう勧告することができる。

(平16条 例 28・
一部改正)

(救済手続)

第 23条  執 行機関は、この条例の規定による処分に

関し、行政不服審査法 (昭和 37年 法律第 160号 )

の規定により不服申立てがあったときは、速やかに

審査会に諮問し、その議を経て当該不服申立てにつ

いて決定しなければならない。

第 6章  審 査会及び保護委員会

(審査会)

第 24条  こ の条例の規定による処分に関する不服申

立てについて、執行機関の諮間に応じて審査するほ

か、吉情の申出について調査し、及び審議するため、

区長の附属機関として、審査会を置く。

2 審 査会は、 5入 以内の委員をもつて組織する。

3 審 査会の委員は、個人情報の保護に関し優れた識

見を有し、かつ、公正な判断をなし得る者のうちか

ら区長が委嘱する。

4 審 査会の委員の任期は2年 とし、再任を妨げない。

ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。

5 審 査会は、審査、調査及び審議のため必要がある

と認めるときは、不服申立人、関係機関の職員その

他の関係人の出席を求め、必要な資料を提出させ、

意見を聴き、又は説明を求めることができる。

6 審 査会の会議は、非公開とする。ただし、審査会

が必要と認めたときは、この限りでない。

7 前 各項に定めるもののほか、審査会の組織及び運

営に関し必要な事項は、区長が別に定める。

(平16条 例 28・ 追力日)

(苦情の申出)

第 22条  区 民は、執行機関が自己に係る個人情報の

収集、保有及び利用について、法令に違反 し、又は

不当な取扱いをしていると認めるときは、当該執行

機関又は葛飾区個人情報保護審査会 (以下 「審査会」
という。)に 対し、苦情の申出をすることができる。
2 前 項の規定により苦情の申出があつたときは、執

行機関又は審査会は、速やかにその内容を調査 しな

ければならない。

3 執 行機関は、前項の規定により調査し、当該申出
に正当な理由があると認めるときは、当該保有個人

情報の利用停止その他必要な是正措置を講 じなけれ

ばならない。
4 審 査会は、第 2項 の規定により調査し、当該申出
に正当な理由があると認めるときは、執行機関に対
し、当該保有個人情報の利用停止その他必要な是正

措置を講ずるよう勧告することができる。

(平16条 例 28・ 一部改正)

(救済手続)

第 23条  執 行機関は、この条例の規定による処分に

関し、行政不服審査法 (昭和 37年 法律第 160号 )
の規定により不服申立てがあった場合は、当該不服申
立てが明らかに不適法であることを理由として却下

するとき及び当該処分を取り消すときを除き、速やか

に審査会に諮問し、その議を経て当該不服申立てにつ

いて決定しなければならない。

第 6章  審 査会及び保護委員会

(審査会)

第 24条  こ の条例の規定による処分に関する不服申
立てについて、執行機関の諮問に応 じて審査するほ

か、苦情の申出について調査し、及び審議するため、

区長の附属機関として、審査会を置く。
2 審 査会は、 5入以内の委員をもつて組織する。
3 審 査会の委員は、個人情報の保護に関し優れた識

見を有 し、かつ、公正な判断をなし得る者の うちか

ら区長が委嘱する。

4 審 査会の委員の任期は 2年 とし、再任を妨げない。

ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす
る。

5 審 査会は、審査、調査及び審議のため必要がある

と認めるときは、不服申立人、関係機関の職員その

他の関係人の出席を求め、必要な資料を提出させ、

意見を聴き、又は説明を求めることができる。

6 審 査会の会議は、非公開とする。ただし、審査会
が必要と認めたときは、この限りでない。
7 前 各項に定めるもののほか、審査会の組織及び運

営に関し必要な事項は、区長が別に定める。



(審査会の委員の責務)
第 25条  審 査会の委員は、職務上知り得た個人の秘
密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も、
また、同様とする。

(保護委員会)

第 26条 tの 条例による個人情報保護制度 (以下「保

護制度」という。)の 適正な運営を図るため、区長の

附属機関として、保護委員会を置く。
2 保 護委員会は、執行機関の諮間に応じ、保護制度
の運営に関する重要事項について審議し、答申する
ほか、執行機関に対し、建議することができる。
3 保 護委員会は、審議のため必要があると認めると
きは、関係機関の職員その他の関係人の出席を求め、
必要な資料を提出させ、意見を聴き、又は説明を求
めることができる。
4 保 護委員会は、区長が委嘱する委員 12人 以内を
もつて組織する。
5 保 護委員会の委員の任期は 2年 とし、再任を妨げ
ない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期
間とする。
6 保 護委員会の会議は、公開とする。ただし、個人
に係る事項について審議するときは、非公開とする。
7 前 各項に定めるもののほか、保護委員会の組織及
び運営に関し必要な事項は、区長が別に定める。

(保護委員会の委員の責務)

第 27条  保 護委員会の委員は、職務上知り得た個人
の秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた

後も、また、同様とする。

(審査会の委員の責務)

第 25条  審 査会の委員は、職務上知 り得た個人の秘
密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も、
また、同様とする。

(保護委員会)

第 26条  こ の条例による個人情報保護制度 (以下 「保
護制度」という。)の 適正な運営を図るため、区長の

附属機関として、保護委員会を置く。
2 保 護委員会は、執行機関の諮問に応じ、保護制度
の運営に関する重要事項について審議し、答申する
ほか、執行機関に対し、建議することができる。
3 保 護委員会は、審議のため必要があると認めると
きは、関係機関の職員その他の関係人の出席を求め、
必要な資料を提出させ、意見を聴き、又は説明を求
めることができる。
4 保 護委員会は、区長が委嘱する委員 12人 以内を
もつて組織する。
5 保 護委員会の委員の任期は 2年 とし、再任を妨げ
ない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期
間とする。
6 保 護委員会の会議は、公開とする。ただし、個人
に係る事項について審議するときは、非公開とする。
7 前 各項に定めるもののほか、保護委員会の組織及
び運営に関し必要な事項は、区長が別に定める。

(保護委員会の委員の責務)

第 27条  保 護委員会の委員は、職務上知り得た個人
の秘密を他に漏 らしてはならない。その職を退いた
後も、また、同様 とする。

第 6章 の2__事 業者の取り扱う個人情報の保語

(区長の責務)
第 27条 の2 区 長は、事業者とこお立≧重個人情報 (個人
情報の保護に関する法律算 2灸算 ≧項!三規定する個
人情報をいう。以下この章におぃて回_じ。)の 適正な
取扱いが確保されるよう必要塗措量≧蓋ずるよう努
めなければならない。

(事業者の責務)

み、事業の実施に当たっては、その取扱いに適正を期
し、個人の権利利益を侵害することのないよう努めな
ければならない。

(区が出資等を行う法人の責務)
第 27条 の4 区 が出資その他財政支出等を行う法人
であつて、執行機関が定めるものとま、この条例の規定
に基づく区の施策に留意しつつ、個人L関する情報の
適正な取扱い るため必要な措置を



第 7章  雑 則

(報告等の義務)

第 28条  区 長は、毎年 1回 、保護制度の運用状況を

議会及び保護委員会に報告するとともに、区民に公

う努めなければならない

(事業者の取 り扱 う個人情報についての苦情の処理)

第 27条 の 5 区 長は、事業者の個人情報の取扱いにつ

いて苦情があつたときは、その適切かつ迅速な処理に

努めなければならないn

(説明及び資料提出)

第 27条 の 6 区 長は、前条の処理のために必要がある

と認めるときは、事業者そのとの園医者十二童して、説

明又は資料の提出を求めることができる。

(助言及び勧告)

第 27条 の 7 区 長は、前条の規定と二基_る説囲ヌは資料
の提出の結果、事業者が行 う担△匿銀の取扱立ヽが不適
正であると認めるときは、必要塗曖度にお立≧て、当該

事業者に対して〔個人情報の道工塗塁量V≧!重⊇いて助

言することができる。

2 区 長は、前項の規定による助言をした場合におい

て、事業者が行う個人情報の取扱いに改善が見られな
いと認めるときは、当該事業者に対して、当該取扱い

の是正を勧告することができる。
3 区 長は、前項の規定による是正の勧告をした場合に

おいて、事業者が行 う個人情報の取扱いに改善が見ら

れないと認めるときは、当該勧告に係る事実を公表す

ることができる。

4 区 長は、前項の規定により事実を公表しようとする

ときは、あらかじめ当該事業者に弁明の機会を付与す

るとともに、保護委員会の意見を聴か在ければならな
い。

(適用除外)

第 27条 の 8 事 業者のうち次の各号に掲げる者につ

いては、その個人情報を取り扱 う昼堕Q全 甑丞は
一部

がそれぞれ当該各号に規定する目的であるときは、前
2条 の規定は、適用しない。

(1)放 送機関、新聞社、通信社その他の報道機関

(報道を業として行 う個人を含む。) 報 道の

用に供する目的

(2)著 述を業として行 う者 著述の用に供する目

的

(3)大 学その他の学術研究を目範とする機関若し

くは団体又はそれらに属する者 学 術研究の

用に供する目的

(4)宗 教団体 宗 教活動 (これ!三付随する活動を

含む。)の 用に供する目的

(5)政 治団体 政 治活動 〔塁逸!二生随する活動を

含む。)の 用に供する目的

第7章  雑 則

(報告等の義務)             ・

第 28条  区 長は、毎年 1回 、保護制度の運用状況を

議会及び保護委員会に報告するとともに、区民に公



表しなければならない。

(費用負担)

第29条  こ の条例の規定に基づく保有個人情報の関
覧に係る手数料は、無料とする。
2 こ の条例の規定に基づく保有個人情報の複写に要
する費用は、区長が別に定めるところにより、複写
を請求した者の負担とする。
3 複 写に要する録音テープ、録画テープ、写真フィ
ルムその他これらに類するものは、複写を請求した
者の負担とする。

(平16条 例 28・ 平20条 例 37。 一部改
正)

(委任)

第 30条  こ の条例の施行に関し必要な事項は、執行

機関が別に定める。

表しなければならない。

(費用負担)

第29条  こ の条例の規定に基づく保有個人情報の閲
覧に係る手数料は、無料とする。
2 こ の条例の規定に基づく保有個人情報の複写に要
する費用は、区長が別に定めるところにより、複写
を請求した者の負担とする。
3 複 写に要する録音テープ、録画テープ、写真フィ
ルムその他これらに類するものは、複写を請求した
者の負担とする。

(平16条 例 28・平 20条 例 37。一部改正)

(委任)

第 30条  こ の条例の施行に関し必要な事項は、執行
機関が別に定める。

第 8章  罰 則

(平16条 例 28・ 全改)

第 31条  執 行機関の職員若 しくは職員であった者又
は第 19条 第 1項 に規定する受託業務に従事してい
る者若 しくは従事していた者が、正当な理由がない
のに、個人の秘密に属する事項が記録された第 2条

第 3号 アに係る個人情報ファイル (その全部又は一

部を複製し、又は加工したものを含む。)を 提供した
ときは、 2年 以下の懲役又は 100万 円以下の罰金
に処する。

(平16条 例 28・ 全改)

第 32条  前 条に規定する者が、その業務に関して知
り得た保有個人情報を自己若しくは第二者の不正な
利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、 1
年以下の懲役又は 50万 円以下の罰金に処する。
(平16条 例 28・ 全改)

第 33条  第 19条 の 2第 1項 の管理業務に従事して
いる者又は従事していた者が、その業務に関して知
り得た個人情報 (同項の管理業務に従事する者が職
務上作成し、又は収集 した文書、図画、写真、フィ
ルム又は電磁的記録により、当該指定管理者が保有
しているものに限る。)を自己若しくは第二者の不正
な利益を図る目的で提供 し、又は盗用したときは、
1年以下の懲役又は50万 円以下の罰金に処する。
(平16条 例 28・ 全改)

第 34条  第 19条 第 1項 に規定する受託業務又は第
19条 の 2第 1項 の管理業務を行 う法人 (法人でな
い団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含
む。以下この条において同じ。)の 代表者又はその法

第 8章  罰 則

(平16条 例 28,全 改)

第 31条  執 行機関の職員若 しくは職員であった者、
第 19条 第 1項 に規定する受託業務に従事 してい

忌縫 鋤 豊盤言とこ磐漬 荏 鋼 鎌 熱 詫 番
個人の秘密に属する事項が記録された第 2条 第 3号
アに係る個人情報ファイル (その全部又は一部を複
製し、又は加工したものを含む。)を 提供したときは、
2年 以下の懲役又は 100万 円以下の罰金に処す
る。

(平16条 例 28・ 全改)

第 32条  前 条に規定する者が、その業務に関して知
り得た保有個人情報を自己若 しくは第二者の不正な
利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、 1
年以下の懲役又は50万 円以下の罰金に処する。
(平16条 例 28・ 全改)

第 33条  第 19条 の 2第 1項 の管理業務に従事して
いる者又は従事していた者が、その業務に関して知
り得た個人情報 (同項の管理業務に従事する者が職
務上作成し、又は収集した文書、図画、写真、フィ
ルム又は電磁的記録により、当該指定管理者が保有
しているものに限る。)を 自己若しくは第二者の不正
な利益を図る目的で提供 し、又は盗用したときは、
1年以下の懲役又は50万 円以下の罰金に処する。
(平16条 例 28・ 全改)

第 34条  第 19条 第 1項 に規定する受託業務又は第
19条 の 2第 1項 の管理業務を行 う法人 (法人でな
い団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含
む。以下この条において同じ。)の 代表者又はその法

人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、 人若 しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、



その法人又は人の業務に関して、前 3条 の違反行為

をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は

人に対しても、各本条の罰金刑を科する。

(平16条 例 28・ 全改)

第 35条  第 25条 又は第 27条 の規定に違反して職

務上知り得た個人の秘密を漏らした者は、 1年 以下

の懲役又は 50万 円以下の罰金に処する。

(平16条 例 28・ 全改)

第 36条  執 行機関の職員がその職権を濫用して、専

らその職務の用以外の用に供する目的で個人の秘密

に属する事項が記録された文書、図画、写真、フィ

ルム又は電磁的記録を収集したときは、 1年 以下の

懲役又は 50万 円以下の罰金に処する。

(平16条 例 28・ 全改)

第 37条  偽 りその他不正の手段により、第 20条 第

2項 の規定による閲覧等の決定に基づく保有個人情

報の閲覧等を受けた者は、 5万 円以下の過料に処す

る。

(平16条 例 28・ 全改)

付 則

(施行期日)

1 こ の条例は、公布の日から起算して9月 を超えな

い範囲内において葛飾区規則で定める日から施行す

る。ただし、第 26条 の規定は、公布の日から施行

する。

(昭和 61年 規則第 54号 で昭和 61年 9月

1日 から施行)

(経過措置)

2 こ の条例の規定 (第2章 の規定を除く。)は 、この

条例施行の際、現に執行機関が保管している個人情

報から適用する。ただし、当該個人情報の使用及び

提供については、書換え、更新等が行われるまでの

間、なお従前の例による。

3 こ の条例施行の際、現に個人情報の電子計算処理

を委託しているものについては、第 18条 の規定は、

適用しない。

付 則 (中間省略)

付 貝U(平成 11年 12月 22日 条例第 44号 )

この条例は、平成 12年 4月 1日 から施行する。

付 則 (平成 13年 3月 30日 条例第 11号 )

この条例は、平成 13年 4月 1日 から施行する。

付 則 (平成 13年 6月 15日 条例第 48号 )

この条例は、平成 13年 7月 1日から施行する。

付 則 (平成 14年 3月 29日 条例第 9号 )

その法人又は人の業務に関して、前 3条 の違反行為

をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は

人に対しても、各本条の罰金刑を科する。

(平16条 例 28・ 全改)

第 35条  第 25条 又は第 27条 の規定に違反 して職

務上知 り得た個人の秘密を漏 らした者は、 1年 以下
の懲役又は50万 円以下の罰金に処する。

(平16条 例 28・ 全改)

第 36条  執 行機関の職員がその職権を濫用して、専

らその職務の用以外の用に供する目的で個人の秘密

に属する事項が記録された文書、図画、写真、フィ
ルム又は電磁的記録を収集 したときは、 1年 以下の

懲役又は 50万 円以下の罰金に処する。

(平16条 例 28・ 全改)

第 37条  偽 りその他不正の手段により、第 20条 算
3項 の規定による閲覧等の決定に基づく保有個人情

報の開覧等を受けた者は、 5万 円以下の過料に処す

る。

(平16条 例 28・ 全改)

付 則

(施行期日)

1 こ の条例は、公布の日から起算 して 9月 を超えな
い範囲内において葛飾区規則で定める日から施行す

る。ただし、第 26条 の規定は、公布の日から施行

する。

(昭和 61年 規員J第 54号 で昭和 61年 9月

1日 から施行)

(経過措置)

2 こ の条例の規定 (第2章 の規定を除く。)は 、この

条例施行の際、現に執行機関が保管している個人情

報から適用する。ただし、当該個人情報の使用及び

提供については、書換え、更新等が行われるまでの

間、なお従前の例による。

3 こ の条例施行の際、現に個人情報の電子計算処理

を委託しているものについては、第 18条 の規定は、

適用しない。

付 則 (中間省略)

付 則 (平成 11年 12月 22日 条例第44号 )

この条例は、平成 12年 4月 1日 から施行する。

付 則 (平成 13年 3月 30日 条例第 11号 )

この条例は、平成 13年 4月 1日 から施行する。

付 則 (平成 13年 6月 15日 条例第43号 )

この条例は、平成 13年 7月 1日 から施行する。

付 則 (平成 14年 3月 29日 条例第 9号 )



(施行期日)

1 こ の条例は、平成 14年 4月 1日から施行する。
(経過措置)
2 こ の条例の施行の際現に改正前の第 17条 の 2た
だし書の規定により電子情報処理システム(以下「シ
ステム」という。)の 結合を行っているものについて
は、改正後の第 17条 の 2第 2項 の規定により葛飾
区個人情報保護委員会の意見を聴いてシステムの結
合を行っているものとみなす。

付 則 (平成 16年 6月 23日 条例第 28号 )
この条例は、平成 16年 10月 1日から施行する。

付 則 (平成 17年 10月 6日条例第 37号 )
この条例は、平成 18年 1月 1日から施行する。

付 則 (平成 19年 6月 28日 条例第 25号 )
この条例は、平成 19年 10月 1日から施行する。

付 則 (平成 20年 12月 15日 条例第 37号 )
(施行期日)
1 こ の条例は、平成 21年 4月 1日から施行する。
ただし、第 20条 の次に2条 を加える改正規定 (第
20条 の 2を加える部分に限る。)は 、公布の日から
施行する。

(経過措置)
2 改 正後の第 20条 の 3及 び第 29条 の規定は、こ
の条TTllの施行の日以後の閲覧等に係る請求について
適用 し、同日前に行われた閲覧等に係る請求につい
ては、なお従前の例による。

(施行期日)

1 こ の条例は、平成 14年 4月 1日から施行する。
(経過措置)
2 こ の条例の施行の際現に改正前の第 17条 の 2た
だし書の規定により電子情報処理システム (以下 「シ
ステム」という。)の 結合を行っているものについて
は、改正後の第 17条 の 2第 2項 の規定により葛飾
区個人情報保護委員会の意見を聴いてシステムの結
合を行っているものとみなす。

付 則 (平成 16年 6月 23日 条例第 28号 )
この条例は、平成 16年 10月 1日から施行する。

付 則 (平成 17年 10月 6日 条例第 37号 )
この条例は、平成 18年 1月 1日から施行する。

付 則 (平成 19年 6月 28日 条例第 25号 )
この条例は、平成 19年 10月 1日 から施行する。

付 則 (平成 20年 12月 15日 条例第 37号 )
(施行期日)
1 こ の条例は、平成 21年 4月 1日 から施行する。
ただし、第 20条 の次に 2条 を加える改正規定 (第
20条 の 2を加える部分に限る。)は 、公布の日から
施行する。

(経過措置)
2 改 正後の第 20条 の 3及 び第 29条 の規定は、こ
の条例の施行の日以後の関覧等に係る請求について
適用し、同日前に行われた閲覧等に係る請求につい
ては、なお従前の例による。

付 則

(施行期日)

す札




